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Summary
The purpose of this paper is to make clear the place of religious institutions 
in the political history of the Ryukyu Islands. Okinawa was under the 
administration of the United States after World War II. The Government 
of the Ryukyu Islands ─ the self-governance of the Okinawan People ─ 
was established in 1952 and ended in 1972. During that period, Okinawa 
maintained the Religious Organization Law（Shukyo Dantai Ho）enacted in 
prewar Japan. This law has since come to be understood as necessitating 
the infringement of the freedom of belief and conscience guaranteed by 
the Postwar Constitution of Japan. Therefore, the Government sought to 
enact a more liberal Religious Corporations Act（Shukyo Hojin Ho）similar 
to that of postwar Japan, however this goal remained incomplete as the bill 

































































琉球列島米国民政府は、琉球列島の政治全権を行使できるものと定められ、逐次に「布告」 、 「布令」 、 「指













法」 （明治三二年三月九日法律第四九号） 、 「刑法」 （明治四〇年四月二四日法律第四五号）などのほか、後述する「宗教団体法」と「民法」が含まれた。　
日本本土では、戦時中に公布施行された「宗教団体法」 （昭和一四年四月八日法律第七七号）は、終戦直後










































































































































































しかし認可主義 団体 は、あらゆる宗教団体が行政から設立認可を受けることが原則で、規則に 教
義を明記させるなど、教義にも行政が干渉した。また行政により設立認可を取り消す権限があるなど、制定当時の時代を反映して宗教団体に対する指導監督権限が強かった なお寺院は法人扱いだが、教会は教派・宗派・教団と共に非法人とされ、法人を希望する場合は、更に別途の認可を要した。　
琉球政府での事務の運用実態については、どのようなものであったか。同政府との間で、復帰に向けた実務












































沖縄の神社では、神社の本体ではなく、それを維持する関連団体として、 「社団法人波上宮奉賛会」 、 「社団





































































































には、 「この立法は、宗教団体が、礼拝の施設その他の財産を所有し、これを維持運用し、その他その目的達成のための業務及び事業を運営することに資するため 宗教団体に法律上の能力 与えることを 的とする。 」とあるなど、冒頭のみ「 律」が「立法」に置換されているのが分かる。　
第二に、所轄庁について条文がないことである。本土の宗教法人法では、宗教法人の所轄庁は都道府県知事
又は文部大臣であるが、沖縄では、全て琉球政府行政主席が相当 ためである。　










（昭和 26 年法律第 126 号）
全 10 章 89 条
沖縄の宗教法人法
（案）
全 10 章 87 条
第 1 章　総則
　（第 1 ～ 11 条）
第 1 章　総則
　（第 1 ～ 10 条）
第 2 章　設立
　（第 12 ～ 17 条）
第 2 章　設立
　（第 11 ～ 15 条）
第 （ 章　管理
　（第 18 ～ 25 条）
第 （ 章　管理
　（第 16 ～ 2（ 条）
第 （ 章　規則の変更
　（第 26 ～ （1 条）
第 （ 章　規則の変更
　（第 2（ ～ 29 条）
第 5 章　合併
　（第 （2 ～ （2 条）
第 5 章　合併
　（第 （0 ～ （0 条）
第 6 章　解散
　（第 （（ ～ 51 条）
第 6 章　解散
　（第 （1 ～ （9 条）
第 7 章　登記
　第 1 節　宗教法人の登記
　（第 52 ～ 65 条）
　第 2 節　礼拝用建物及び
　　敷地の登記
　（第 66 ～ 70 条）
第 7 章　登記
　第 1 節　宗教法人の登記
　（第 50 ～ 6（ 条）
　第 2 節　礼拝用建物及び
　　敷地の登記
　（第 6（ ～ 68 条）
第 8 章　宗教法人審議会
　（第 71 ～ 77 条）
第 8 章　宗教法人審議会
　（第 69 ～ 75 条）
第 9 章　補則
　（第 78 ～ 87 条）
第 9 章　補則
　（第 76 ～ 85 条）
第 10 章　罰則
　（第 88 ～ 89 条）
第 10 章　罰則

















「宗教法人法（勧告） 」が審査された。出席者は、文教社会委員会に属する委員長、副委員長、委員六人の計八人である。参考人として、金城順一（琉球政府文教局指導部長） 、比嘉松吉（同指導部社会教育課長） 、大城藤六（同指導部社 教育課教育指導主事）が召喚された。　
参考人の金城順一より、宗教法人法の立法勧告理由が説明された。金城は、 「その規定が宗教団体にとつて










教法人法を参考にしたのか」と質問した。参考人から「昭和二六年の宗教法人法の公布当時のもの」と答弁があった。また「 を早目に提案した理由は」との問いに、 「信 の自由を保障されている時代に大きな束縛を受けている。ある宗教団体から本土ではない制限が沖縄にあると言われた。また去年に の宗教団体が沖縄の下部団体と一緒になって早く立法してほしいと言われた。復帰まで待てない」との回答 あった。 宗教法人法 立法に、宗教団体から陳情や反対意見はあったか」との質問に、 「ない」と応答した。 「宗教団体に対する 人税の課税は」との問 に「ない」と答弁したのである。　
中山兼順（沖縄自由民主党）からは、 「宗教団体
法による宗教法人は、沖縄で何法人か」との問いに、参考人から「計五二法人である した。 「宗教団体法では、ユタ（沖縄の伝統的 呪術・宗教的
表２　立法院文教社会委員会の構成















































岸本利實（日本社会党）からは、 「沖縄に新しい宗教団体が布教に来てい が、こ 立法での措置は」との




法調査） 」は 閉会中の継続審査要求案件として付託することが決定した。九月一日 文教委員会では 本土での宗教法人法の運用の実態を視察するため、鹿児島県の奄美大島への委員派遣が決定している。その年の一一月に、後述する佐藤・ニクソン共同声明により、一九七二年の沖縄返還が決まっ そのためか立法の機運には至らず 一九七〇年一月三〇日に、第四二回議会（定例会）において 「宗教 人法（ 法調査） 」が再び文教委員会に付託された。しかし審査が行われず、同年八月三一日に閉 し 審議未了に終わり、結局は廃案となった。　
宗教法人法が成立しなかったのは、理由がある。琉球政府文教局指導部社会教育課に勤務して、一九六八年
−10（−−105−























事務次官会議申合せ）が決定した。これは、一九六五（昭和四〇）年八月 七日に閣 決定で設けられた沖縄問題閣僚協議 及び一九六七年四月に発足した沖縄問題連絡担当官会議を発展させ 一九六九年一一月二八日に設けられた沖縄復帰対策閣僚協議会及び幹事会 下部組織として、沖縄復帰対策各省庁担当官会議に改称し
−10（−−105−








































































































































　8 月 2（ 日
移動（羽田空港発那覇空港着）、挨拶（琉球政府文教局指
導部社会教育課、日本政府沖縄事務所）、南部戦跡参拝
　8 月 2（ 日
文教局から事情聴取、実地調査（下項参照）、歓迎会（社
団法人沖縄教職員共済会の那覇宿泊所「八汐荘」）






　8 月 25 日 移動（那覇空港発宮古空港着、509 便）
　8 月 26 日
宮古連合教育委員会から事情聴取、実地調査、移動（宮古
空港発那覇空港着、50（ 便）
　8 月 27 日 神社関係団体と協議懇談

























なかったのは、政教分離と信教の自由の原則に基づく同法の趣旨が立法院では理解 ていな ったから あろう。文教局が制定を準備していたことは、施政権返還を見越しつつ、現代社会の政教関係に対応した法規の整備を志向していたと意義付けできる。立 院で審査された宗教法人法案はその所産である。 
（文化庁文化部宗務課専門職、 （専門）宗教学）
注記（











遷と宗務行政」 （ 『宗教法』第三三号、宗教法学会、二〇一四年）がある。同稿には 筆者が中野氏に提供した資料が一部で用いられている。
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12） 『琉球現行法規総覧』 、 三編「 政一般」三二─三四頁。
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16） 梅田義彦「琉球（元沖縄県）の宗教事情」 （ 『 務時報』第一三号、文部省調査局宗務課、一九六六年、二二─二四頁）には、琉球政府から提供を受けた宗教団体名簿が掲載されている。
 
　
なお、 『宗務時報』 （現在の発行は文化庁文化部宗務課）には、前掲の論考のほか、沖縄関連の 事として、 のものがあ




17） 前掲、高岡「沖縄の宗務行 状等について」 二二頁。
（
18） 嶺井百合子『楽ん苦しみん─嶺井百合子回想記』 （私家版、一九九七年） 、一六七頁。嶺井は、ノロ（沖縄の伝統的な祭祀者）からクリスチャンとなった祖母の大城カメ（一八七二〜一 七 の影響を受け 、キリスト教に入信した。
（















































29） 立法院における議案「宗教法人法（勧告） 」の答弁については、 『第四 回議会（定例）立法院文教社会委員会議録
　
第一二
号』 （ 〔琉球政府立法院〕 、一九六九年三月一八日、一─二三頁）から引用 た。複数の議員による発言と参考人の答弁が多岐にわたるため、引用箇所の頁数は省略した。
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（（） 〔文部省〕大臣官房総務課沖縄復帰対策連絡室『沖縄復帰対策関係資料集』 （ 〔文部省〕大臣官房総務課沖縄復帰対策連絡室、一九七 年） 、六一─六二、 六四頁。
（









神社明細帳調製復旧について」 （ 『公報』第三六号、琉球政府総務局渉外広報部文書課、一九七二年五月六日） 、一九─
二〇頁。本公告に、計 三社が掲載された。各社を列記すると、 （那覇市）波上宮、沖縄県護国神社、天久宮、浮島神社、末吉神社、識名宮、沖宮、沖縄神社、世持神社、八幡宮 （宜野湾市）普天間宮、 （金武村）金武宮、 （平良市）宮古 。
（
（7） 前掲、 「宗教に関する雑書」に含まれる書類より。
（
（8） 前掲、 「宗教に関する雑書」に含まれる書類より。
（
（9） 説明会にて配布された資料は、文化庁文化部宗務課編『説明会資料
　
沖縄宗教法人の切替措置について（解説） 』 （文化庁文化
部宗務課、一九七 年） 。沖縄県立図書館に、同書の複製資料が所蔵されている。
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